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茨城県内
９月	 	茨城県は、全国6産地のブランド豚が競う	「とん
30日	 	かつ	べス豚グランプリ」で茨城県のブランド豚

肉「常陸の輝き」がMVPに次ぐ「金賞」を受賞
したと発表

8日	 	茨城空港は、タイガーエア台湾による ｢茨城～
台北｣	定期便の運休を公表

10日	 	茨城県人事委員会は、県職員の月例給とボーナス
を引上げることを勧告、引上げ額は月例給の平均
が11,707円（＋3.01％）、ボーナスが0.05か月分（年
4.60月→4.65月）で、ともに4年連続の引上げ

10日	 	関東農政局によれば、茨城県の2025年産水稲の
作付面積（主食用）は6万6,700haと前年に比べ
て＋6,800haの増加、10a当たり予想収量（生産
者が使用しているふるい目ベース、9月25日現在）
は510kgと同▲13kgの減少、作付面積に予想収量
を乗じた予想収穫量は34万200トンと同＋2万
6,900トンの増加

18～	 	茨城県などは、サバイバルレース「Okukuji	X（奥
19日	 	久慈クロス）」を初開催、サイクルルート「奥久

慈里山ヒルクライムルート」とトレイルコース
「常陸国ロングトレイル」を活用してサイクリン
グ部門とトレイルランニング部門を実施

20日	 	茨城県は、2026年度「予算要求の基本方針」を
公表、要求限度額について、一般行政費等は25
年度当初予算と同額以内とする一方、義務的経
費等や公共事業費は所要額を認めるほか、重要
施策に要求上限を設けない「新しい茨城づくり
特別枠」は9年連続で継続

27日	 	茨城県は、「茨城県外国人受入優良企業等認定制
度」を創設したと発表、外国人が共に活躍でき
る職場づくりにおいて、優れた取組を行う企業
を「優良企業」、さらに先進的な取組を行う企業
を「先進企業」として認定し、公表・PR支援を
実施

28日	 	茨城県は、「ご当地グルメ」を決定する「シン・
いばらきメシ総選挙2026～市町村対抗	いばらき
最強グルメ決定戦～」を2026年10月10日～12日
に開催すると発表、初開催となった前回24年と
同様に一般料理部門とスイーツ部門において参
加した市町村からグランプリを決定

31日	 	茨城労働局によれば、2026年3月に卒業予定の県
内高校生の就職内定率（25年9月末現在）は
61.5％と前年同期に比べ▲3.8ポイントの低下、
求人倍率は2.70倍と同▲0.24ポイントの低下

国内・国外
1日	 	米連邦議会上院で2026会計年度予算が成立する

までのつなぎ予算案を9月30日までに可決できな
かったことを受け、米連邦政府の予算が失効、
政府機関の一部が閉鎖

2日	 	日本銀行「短観－2025年9月－」によれば、大企
業製造業の業況判断DIは14と6月調査に比べ＋1P
の改善、非製造業は34と同横ばい。企業の物価
見通し（全規模全産業、前年比）は、1年後＋2.4％
（6月比横ばい）

7日	 	世界貿易機関（WTO）によれば、2025年の世界
のモノの貿易量予測は前年に比べ＋2.4％（24年
＜同＋2.8％＞比▲0.4P）、26年は同＋0.5％

14日	 	国際通貨基金（IMF）によれば、世界経済成長率
見通しは2025年3.2％（7月見通し比＋0.2P）、26
年3.1％（同横ばい）、日本は25年1.1％ (同＋0.4P)、
26年0.6％ (同＋0.1P)

21日	 	第219回臨時国会を召集。高市早苗自民党総裁を
第104代内閣総理大臣に指名、高市内閣が発足

24日	 	厚生労働省によれば、2022年3月卒業の新規大卒
就職者の3年以内離職率は33.8％と前年に比べ	
▲1.1Pの低下、同高卒就職者は37.9％と同▲0.5P
の低下

27日	 	東京株式市場で日経平均株価の終値が50,512円
と初めて5万円を上回り過去最高を更新

29日	 	内閣府は、10月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「米国の通商政策による影響が自動車産業を
中心にみられるものの、緩やかに回復している」
と判断を据え置き

29日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
ファンド（FF）金利の誘導目標を0.25％ポイント
引下げ、3.75～4.00％とすることを決定

30日	 	EU統計局によれば、2025年7～9月期の実質域内
総生産（季節調整済み）は前期比年率で＋0.9%
と4～6月期（同＋0.5%）に比べ伸び率は＋0.4P
の上昇

30日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、主要政策金利を
2.15％、中央銀行預金金利を2.00％に各々据え置
くことを決定

30日	 	日本銀行は、無担保コールレート（オーバーナ
イト物）を0.50％程度で推移するよう促す現状の
金融政策を維持することを決定

経済トピックス　2025年10月 経済情報ピックアップ
厚生労働省「令和 5 年度（2023）年度 国民医療費の概況」について

経済情報ピックアップ

国民医療費の推移 国民医療費の構成比（年齢階級別・財源別）

出所：厚生労働省「令和５（2023）年度 国民医療費」

厚生労働省は、10 月10 日、2023 年度の国民医療費を発
表しました。国民医療費（以下、医療費）は、保険診療の対
象となる病気やけがの治療で医療機関に支払われた費用
を指します。2023 年度の医療費は、48 兆915 億円と、前年
度に比べて3.0%増加し、3 年連続で過去最高となっていま
す。また、1 人あたりの医療費は38 万6700 円と、同3.5%増
加しています。

医療費増加の背景には、日本の高齢化の加速、医療の高
度化などがあります。年齢階級別にみると、65 歳以上の高
齢者の医療費が60.1％と全体の6 割を占めます。また、75
歳以上の医療費は39.8%と4 割を占めています。

医療費をまかなう財源別（負担側）にみると、事業主と被
保険者が負担する保険料が50.2％、国庫と地方が負担する
公費（税金）が37.5％、患者負担が11.8％となっています。

2025 年度予算における医療・年金・福祉等を合せた社
会保障関係費は38.3 兆円と、一般歳出（68.1 兆円）に占め
る割合は56.2％にのぼります。

今後の医療費については、2025 年に団塊の世代が後期
高齢者となり、2040 年頃には65 歳以上人口がピークを迎
えます。この間は医療費が膨らむ見通しです。

内閣府が2024年に公表した「経済・財政・社会保障に
関する長期推計」では、2040年以降は、高齢化による伸び
が縮小していくものの、診療報酬の上昇や高度化等による
伸びが医療費を押し上げる見通しとなっています。

後期高齢者医療制度の財源については、8 割強が公費と
現役世代の支援金で賄われています。今後も高齢者の医
療費が増加すれば、現役世代の負担が増加していきます。

社会保障制度の持続性の観点からも、医療費水準の見
直しや所得のある高齢者らの負担の拡大といった改革が
求められます。自民党と連立政権合意書を結んだ日本維
新の会は、かねて社会保険料を引き下げて現役世代の負
担を減らす社会保障改革を訴えています。具体的には、余
剰病床の病床削減や医療効率化、OTC類似薬の保険適用除
外、高齢者の窓口負担引き上げなどに取り組むことを掲
げています。

こうした中、公的医療サービスの対価を定め、2 年に1 度
改定される、診療報酬の2026 年度改定が今年末の予算編
成過程で決まります。医療機関は、インフレや賃上げで経
営が圧迫されているとして診療報酬の大幅引き上げを求
めています。

今年6 月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基
本方針（骨太の方針）2025」では、社会保障関係費につい
ては、これまでの改革を通じた保険料負担の抑制努力も
継続しつつ、賃上げの実現や昨今の物価上昇による影響
等を踏まえ、医療・介護業界の経営の安定や現場で働く幅
広い職種の方々の賃上げに確実につながるよう、的確な
対応を行う。具体的には、高齢化による増加分に相当する
伸びにこうした経済・物価動向等を踏まえた対応に相当
する増加分を加算するとしています。

また、10 月24 日 高市内閣総理大臣 所信表明演説（抄）
で社会保障制度改革を進めていく中で、現役世代の保険
料負担を抑えるとしています。

政府は、費用対効果などの検証を進め、適正な医療費の
配分について議論を進めていく必要があります。

（筑波総研　上席研究員　山田　浩司）
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